
緒 言

わが国の代表的な標本調査の１つである国民

生活基礎調査（指定統計第116号）においても，

プライバシー意識の高まりなどを背景として，

回収率が低下傾向にある。回収率の低下は調査

の信頼性の低下をもたらす可能性がある。筆者

を代表者とする研究会は，国民生活基礎調査の

世帯票を分析対象として，無回答データ（全項

目無回答標本と調査不能標本の合計）が同調査

の世帯数の推計値や分布にもたらす影響の評価

を行い，この影響を補正する方法について研究

を行った1)。

標本調査における誤差は標本誤差と非標本誤

差に大別できるが，無回答データがもたらす誤

差は非標本誤差に属する2)3)。一般に，無回答デ

ータによる誤差の要因として次の２つが指摘さ

れている。

第１は，属性分布の歪みによる誤差であり，

第２は，同じ属性の中でも回収標本と無回答標

本とで回答分布が異なることに起因する誤差で

ある。この２つの要因による誤差のうち，前者

によるものについては補正が可能であり，他方，

後者の要因による誤差については補正が不可能

であるとされる4)。

前者の属性分布の歪みを補正する方法として，＊明治大学政治経済学部教授
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目的 国民生活基礎調査による世帯数の推計値に無回答データが及ぼす影響を補正する方法につい

て検討することを目的とした。

方法と結果 性別・年齢階級別人口について国民生活基礎調査の推計値と他の調査の推計値とを比

較すると乖離がみられる。その原因は，国民生活基礎調査における無回答（面接不能等）世帯

の増加にあると考えられ，国勢調査等との比較を行うと，国民生活基礎調査における無回答世

帯が65歳未満の単独世帯，特に20歳代，30歳代の単独世帯に多いことが明らかになった。無回

答世帯に起因する非標本誤差の影響を除去する方法として加重法と補完法があるが，国民生活

基礎調査においては調査不能世帯の属性に関する情報が得られることから，この情報に基づい

て，推計の際に用いる加重を調整する方法を検討した。数種類の加重を比較検討のうえ，世帯

を，①65歳未満の単独世帯，②65歳以上の単独世帯，③２人以上世帯に区分し，それぞれのグ

ループの回収客体数に国勢調査に基づいて決定した加重を乗じて推計値を求める方法を採用し

た。その結果，世帯を３種類に区分して異なる大きさの加重を乗じるこの補正方法により，国

民生活基礎調査の世帯数の全国推計値の改善がみられた。

結論 国民生活基礎調査による世帯総数，単独世帯数等の推計値を実態に近づけるという点におい

て，本研究の補正方法は有効である。しかし，この補正方法を利用する場合には，従来の方法

による推計結果との接合方法等の検討が必要である。

キーワード 国民生活基礎調査，無回答，補正，加重法，世帯票，世帯数の推計
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加重法（weighting）と補完法（imputation）が

ある。加重法は，無回答の発生に応じて，推定

値を計算するときの加重を変更する方法であり，

補完法は，無回答を何らかの方法で予測し，そ

の予測値を擬似的な観察値とする方法である5)。

本研究で分析の対象とした世帯票については，

回答が得られなくても，無回答の理由，性別，

年齢別，地点などの補助情報が得られることか

ら，加重法を対象として検討を行った。

研 究 方 法

(１) 国民生活基礎調査における無回答データ

の発生状況

国民生活基礎調査における回収率は低下傾向

にある。回収率は平成８(1996)年に90％であっ

たが，平成15(2003)年には81.6％へと大幅に低下

している。３年ごとに行われる大規模調査とそ

の中間年に行われる小規模調査を比較すると，

大規模調査の方が１～３ポイント回収率が高い

ものの，その大規模調査でも回収率は低下して

いる(図１)。

都道府県別に回収率を調べると，平成14(2002)

年調査では回収率90％以上が22県，80％台が22

県であった。回収率が80％未満は，大阪府（69.0

％），東京都（75.7％），千葉県（78.6％）であっ

た(図２)。調査客体についての名簿を用いて無

回答の属性を調べると，単独世帯に無回答が多

く，大都市を含んでいる都道府県では，単独世

帯の無回答の割合は６割に及んでいることが明

らかになった1)。

図１ 世帯票の回収率の推移
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資料 厚生労働省「国民生活基礎調査」
注 1986，89，92，95，98，2001年は大規模調査である。
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図２ 世帯票の都道府県別回収率（平成14年）
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資料 厚生労働省「平成14年 国民生活基礎調査」
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(２) 国勢調査との世帯数の比較

名簿の検討により単独世帯に無

回答が多いことが特定できたが，

無回答が多いのはどの年齢階級の

単独世帯であるのかを確かめるに

は他調査との比較が必要である。

世帯類型別に世帯の調査を定期的

に行っているのは国勢調査だけな

ので，平成12(2000)年の国勢調査

の結果と同年の国民生活基礎調査

の世帯推計とを比較6)した。その結

果，単独世帯数では，19歳以下と

65～79歳で国民生活基礎調査の推

計値が国勢調査の結果よりも多少

多くなっているが，他のすべての

年齢階級で少なくなっていること，

特に20歳代では89万9000世帯も少

なくなっていることが明らかにな

った。また，２人以上世帯では，

世帯主の年齢が45～79歳では国民生活基礎調査

の推計値の方が国勢調査の結果よりも多く，他

の年齢では少ないことも判明した(図３)。

(３) 無回答世帯の誤差を補正する方法

(１)と(２)で得られた結果に基づいて，本研

究では，無回答バイアスの要因は世帯人員と年

齢であると考え，無回答世帯の補正を，①65歳

未満の単独世帯，②65歳以上の単独世帯，③２

人以上世帯，の３区分で行うことにした。その

方法は，以下のとおりである。

いま，平成12年の国民生活基礎調査における

都道府県別，３区分別の回答世帯数をx ，x ，

x とし，都道府県別の無回答世帯数をyとす

る。さらに，平成12年国勢調査における都道府

県別，３区分別の世帯数をX ，X ，X とする。

このとき，３区分別の無回答世帯数の推計値

y ，y ，y を，以下の式を満たすように求め

る。

y ＋y ＋y ＝y

(x ＋y ):(x ＋y ):(x ＋y )＝X ：X ：X

つまり，平成12年国民生活基礎調査における（無

回答世帯も含めた）３区分別の世帯数の比率は，

国勢調査のそれと一致しているものとする。そ

して，無回答世帯の中での３区分の比率y

：y ：y は，平成12年から現在まで変化してい

ないと仮定する。たとえば，平成14年調査にお

ける都道府県別の無回答世帯数をy (14)とすれ

ば，それを比率y ：y ：y で按分することに

よって３区分別の無回答世帯y (14)，y (14)，y (14)

を推定することができる。

世帯数についての最終的な補正値は，推計値

に次式を乗じることによって得られる。

x (14)＋y (14)

x (14) ，x
(14)＋y (14)

x (14) ，x
(14)＋y (14)

x (14)

なお，y ，y ，y のいずれかが負の値にな

る場合にはその値はゼロとし，負になった部分

は別の部分に按分することにした。

研 究 結 果

平成12年の国勢調査と同年の国民生活基礎調

査から算出した世帯人員別の無回答世帯に対す

る加重を用いて，平成14年の国民生活基礎調査

のデータに対して補正を行った。
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資料 厚生労働省「平成12年国民生活基礎調査」，総務省「平成12年国勢調査」

注 1) 国民生活基礎調査には外国人世帯は含まない。
2) グラフは，世帯属性・年齢階級別にみた国勢調査の世帯数と国民生活基礎調査の推計
世帯数の差（国勢調査の世帯数－国民生活基礎調査の推計世帯数）を表す。
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図３ 世帯主の年齢階級別・世帯属性別にみた国民生活基礎調査の推計世帯数の

国勢調査からの乖離（平成12年）

－26－

第51巻第11号「厚生の指標」2004年10月



表１に示したのは，都道府県別に計算した65

歳未満の単独世帯，65歳以上の単独世帯，２人

以上世帯の無回答に対する加重である。国民生

活基礎調査では，都道府県別，指定都市別2)に推

計が行われているので，本研究でも都道府県別，

指定都市別の補正を試みたが，指定都市におい

てy ，y ，y のいずれかが負の値になってし

まう状況が多発したため，都道府県別の補正の

み行った。しかし，都道府県レベルでもy ，

y ，y のいずれかが負の値になったため，それ

をゼロとするケースが多かった。

表２に示したのは，全世帯を65歳未満の単独

世帯，65歳以上の単独世帯，２人以上世帯に区

分した場合の，補正前と補正後の全世帯に占め

る構成比である。この表から，平成14年の単独

世帯の構成比が補正前よりも4.7ポイント増加し

たことが明らかであり，国民生活基礎調査の世

帯推計値を国勢調査の世帯数の構成比に近づけ

る効果があったことを示している。特に65歳未

満の単独世帯の構成比を補正する効果が著しい

ことが明らかである。

表３に示したのは，平成14年のデータに関す

る世帯構造別の補正前と補正後の推計世帯数と

構成比である。これでみるとおり，補正を行っ

た結果，世帯総数は補正前に比べて198万8000世

帯増加した。

考 察

無回答を加重に反映させる本研究の補正方法

は，世帯数の推計において所期の成果を収める

ことができたといえる。しかし，この補正方法

には次の制約がある。第１に，平成12年国勢調

査における都道府県別，３区分別の世帯数の比

X ：X ：X がその後の年次においても不変で

あると仮定していることである。第２に，誤差

の評価が困難なことである。

表１ 無回答世帯の世帯属性別割合 (単位 ％)

単独世帯

65歳未満 65歳以上

2人以上
世 帯

単独世帯

65歳未満 65歳以上

2人以上
世 帯

単独世帯

65歳未満 65歳以上

2人以上
世 帯

北海道 35.0 22.1 42.9
青 森 17.3 2.8 79.9
岩 手 100.0 0.0 0.0
宮 城 19.4 0.0 80.6
秋 田 9.5 2.1 88.4
山 形 100.0 0.0 0.0
福 島 82.3 0.0 17.7
茨 城 58.1 0.0 41.9
栃 木 58.7 1.5 39.8
群 馬 0.0 22.8 77.2
埼 玉 48.5 1.5 50.0
千 葉 53.3 5.1 41.6
東 京 45.7 6.2 48.1
神奈川 43.7 5.3 51.1
新 潟 1.6 29.9 68.6
富 山 95.4 4.6 0.0

資料 厚生労働省「平成12年国民生活基礎調査」，総務省「平成12年国勢調査」

石 川 0.0 19.1 80.9
福 井 0.0 0.0 100.0
山 梨 0.0 0.0 100.0
長 野 100.0 0.0 0.0
岐 阜 38.7 11.4 49.9
静 岡 84.9 0.0 15.1
愛 知 62.1 0.0 37.9
三 重 67.9 0.0 32.1
滋 賀 63.0 4.4 32.6
京 都 0.0 0.0 100.0
大 阪 52.0 6.0 42.0
兵 庫 50.1 8.0 41.9
奈 良 50.5 17.1 32.4
和歌山 95.1 5.0 0.0
鳥 取 86.3 0.0 13.7
島 根 100.0 0.0 0.0

岡 山 13.4 0.3 86.4
広 島 24.8 8.3 66.9
山 口 73.1 26.9 0.0
徳 島 100.0 0.0 0.0
香 川 54.6 9.0 36.5
愛 媛 91.6 0.0 8.4
高 知 57.2 0.0 42.8
福 岡 21.4 11.4 67.2
佐 賀 84.4 15.6 0.0
長 崎 32.2 0.0 67.8
熊 本 32.4 0.0 67.6
大 分 83.2 0.0 16.8
宮 崎 96.8 3.2 0.0
鹿児島 82.1 13.1 4.8
沖 縄 0.0 2.8 97.2

表２ 補正前と補正後の単独世帯と２人以上世帯の構成比

補正前(％) 補正後(％)

総 数 100.0 100.0
単独世帯(65歳未満) 16.0 20.9
単独世帯(65歳以上) 7.5 7.3
２ 人 以 上 世 帯 76.5 71.8

資料 厚生労働省「平成14年国民生活基礎調査」

表３ 補正前と補正後の世帯構造別世帯数

推計値(千世帯)

補正前 補正後

構成比(％)

補正前 補正後

総 数 46004 47992 100.0 100.0
住み込み・寄宿舎等の単独世帯 1044 1398 2.3 2.9
そ の 他 の 単 独 世 帯 9756 12144 21.2 25.3
夫 婦 の み の 世 帯 9887 9707 21.5 20.2
夫婦と未婚の子のみの世帯 14954 14710 32.5 30.7
ひとり親と未婚の子のみの世帯 2841 2803 6.2 5.8
三 世 代 世 帯 4603 4405 10.0 9.2
そ の 他 の 世 帯 2919 2825 6.3 5.9

資料 厚生労働省「平成14年国民生活基礎調査」
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これらの制約のうち，第１の制約に関しては，

地域（調査区）への聞き取り調査を行って世帯

の基本情報を得る方法，あるいは住民基本台帳

を用いて無回答者の世帯構造と性別，年齢階級

を把握する方法などによって対処することが可

能であろう4)。こうした補足的な情報を活用する

ことによって，世帯数の比率を調整していくこ

とは困難ではないと思われる。第２の制約は現

時点では理論的に未解決の問題であり，今後の

研究の成果をまちたい。

さらに付言すれば，国民生活基礎調査の世帯

数などの推計に本研究の補正方法を導入する場

合，従前の方法による推計値と新しい方法によ

る推計値をどのように接合するかという問題が

生じる。この点についても研究すべき余地があ

るものと考える。

結 語

国民生活基礎調査による世帯総数，単独世帯

数などの推計値を実態に近づけるという点で，

本研究で提示した補正方法は有効な方法である

といえる。しかし，この補正方法を実際に利用

する場合，住民基本台帳などから無回答世帯に

ついての補助的情報を入手してこれを活用する

ことが必要である。また，過去の推計値とどの

ように接合するかという課題を解決しなければ

ならない。
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